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諮問番号：令和６年度諮問第１号、令和６年度諮問第２号 

答申番号：令和６年度答申第２号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

 本件各審査請求を棄却するのが相当である。 

 

第２ 事案の概要 

 審理関係人らにより提出された審査請求書、弁明書等の書面及び証拠書類等によ

り認められる事案の概要は以下のとおりである。 

１ 審査請求人■■■■氏（以下「審査請求人■■氏」という。）及び審査請求

人■■■■■氏（以下「審査請求人■■■氏」といい、審査請求人■■氏及び

審査請求人■■■氏を「審査請求人ら」という。）は、令和５年度の市民税及

び県民税（以下「市県民税」という。）の賦課期日である令和５年１月１日

（地方税法３９条、３１８条）において、市川市内に住所を有していた。 

２ 令和５年６月１２日、処分庁は、審査請求人らに対し、令和５年度の市県民

税について、同年１月１日を賦課期日として、令和５年度の市県民税に係る２

つの賦課決定処分（通知書番号：■■■■■■、同■■■■■■）（以下、上

記２つの賦課決定処分を併せて「本件各賦課決定処分」という。）を行った。 

３ 令和５年６月１５日、審査請求人らは連名で「令和５年度 市民税・県民

税・納税通知書 の修正願い」と題する書面を処分庁に提出した。 

 ４ 令和５年６月２９日、審査請求人らは令和５年度の市県民税を全額納付した。 

 ５ 令和５年１１月８日、審査請求人らが上記第２、３記載の書面は審査請求書

である旨を示したことから、審査庁は、審査請求人らそれぞれから令和５年６

月１５日付けで審査請求書を受理したものとして取り扱うこととした。 
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  なお、当審査会は、事案の内容に鑑み、本件各審査請求を併合して調査審議を 

行った。 

 

第３ 本件審査の対象は、本件各賦課決定処分が違法又は不当か否かである。 

 

第４ 審理関係人の主張の要旨 

１ 審査請求人らの主張 

  審査請求人らは個人の市町村民税の納税義務者で均等割のみを課すべきもので

あるところ、地方税法２９２条１項７号の「同一生計配偶者」に該当するか否か

に関し、同号の定める該当要件である４８万円以下の所得制限を受けるのは青色

事業主（所得税や市県民税の確定申告を青色申告書により行う個人事業主（以下

「青色申告個人事業主」という。）を指すと思われる。以下同じ。）のみである

との解釈に立ち、青色事業主（青色申告個人事業主）ではない審査請求人らは同

号の定める該当要件である４８万円以下の所得制限を受けないから、審査請求人

らの一方は、それぞれ他方の「同一生計配偶者」（地方税法２３条１項７号、２

９２条１項７号）に該当する。したがって、それを前提に市川市税条例２４条２

項の規定に基づき計算すると、審査請求人■■氏の前年の合計所得金額は■■■

■■■■■、審査請求人■■■氏のそれは■■■■■■■■であり、いずれも３

５万円に同一生計配偶者の数に１を加えた数（２）を乗じて得た金額（７０万円）

に３１万円を加算した金額（１０１万円）以下であるから、市県民税の均等割は

非課税となる。 

  また、現行運用上、「同一生計配偶者」から、青色専従者に該当して給与の支

払を受ける者及びそれと同所得の配偶者（事業専従者を指していると思われる。

以下同じ。）が除外されているが、これは税負担の公平性を欠き、憲法で禁止さ

れている差別に該当する。 

  したがって、本件各賦課決定処分は違法であり、取り消されるべきである。 
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２ 処分庁の主張 

  地方税法の個人の道府県民税及び市町村民税における「同一生計配偶者」に該

当するためには、納税義務者の配偶者で生計を一にするもののうち、当該年度の

初日の属する年の前年の合計所得金額が４８万円以下である者である必要がある

ところ（地方税法２３条１項７号、２９２条１項７号）、審査請求人■■氏及び

審査請求人■■■氏の前年の合計所得金額はそれぞれ■■■■■■■■及び■■

■■■■■■であるから、いずれもこれを充足せず、「同一生計配偶者」に該当

しない。 

  したがって、審査請求人らが均等割を課されるか否かは前年の合計所得金額が

４５万円以下であるかにより判断されるところ、審査請求人らのそれらはいずれ

も同金額を超えているから、均等割が課されることとなり、本件各賦課決定処分

に違法はない。 

 

第５ 調査審議の経過 

   令和６年４月１６日 審査庁からの諮問受理 

令和６年７月１２日 第１回審議 

令和６年８月２０日 第２回審議 

 

第６ 審理員意見の要旨 

 本件各審査請求にはいずれも理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規定 

により、棄却されるべきである。 

 

第７ 審査会の判断 

 １ 本件に係る法令等の規定について 

  市県民税は、当該道府県内及び市町村内に住所を有する個人が納税義務者とな

り（地方税法２４条１項１号、２９４条１項１号）、均等割額及び所得割額の合
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算額により賦課され（地方税法２４条１項柱書、２９４条１項柱書、市川市税条

例２３条１項１号柱書）、当該市町村が徴収を行うところ（地方税法４１条１項、

３１９条２項）、市町村は、個人の市町村民税の納税義務者で均等割のみを課す

べきもののうち、前年の合計所得金額が政令で定める基準に従い当該市町村の条

例で定める金額以下である者に対しては、均等割を課することができず（地方税

法２９５条３項）、道府県も同条項の規定により個人の市町村民税の均等割を課

することができないこととされる者に対しては、当該均等割と併せて賦課徴収す

べき個人の道府県民税の均等割を課することができない（地方税法２４条の５第

３項）。 

  そして、地方税法２９５条３項を受け、市川市税条例は、個人の市町村民税の

納税義務者で均等割のみを課すべきもののうち、前年の合計所得金額が３５万円

にその者の同一生計配偶者及び扶養親族の数に１を加えた数を乗じて得た金額に

１０万円を加算した金額（その者が同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合に

は、当該金額に２１万円を加算した金額）以下である者に対しては、均等割を課

さないと規定している（市川市税条例２４条２項）。 

  ここで、「同一生計配偶者」とは、道府県民税ないし市町村民税の納税義務者

の配偶者でその納税義務者と生計を一にするもの（青色事業専従者に該当するも

ので給与の支払を受けるもの及び事業専従者に該当するものを除く。）のうち、

当該年度の初日の属する年の前年の合計所得金額が４８万円以下である者をいう

（地方税法２３条１項７号、２９２条１項７号）。 

 ２ 本件各賦課決定処分は違法又は不当か否かについて 

  ⑴ 審査請求人らが地方税法上の「同一生計配偶者」に該当し、市県民税の均

等割が非課税となるかについて 

   ア 審査請求人らは、「同一生計配偶者」の一要件である前年の合計所得金

額が４８万円以下であることは青色事業主（青色申告個人事業主）のみに

必要な要件であり、青色事業主（青色申告個人事業主）ではない審査請求
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人らは当該要件による制限は受けないとしたうえで、審査請求人ら各自が

個人の市町村民税の納税義務者で均等割のみを課されるべきものであると

ころ、審査請求人らの一方は、それぞれ他方の「同一生計配偶者」（地方

税法２３条１項７号、２９２条１項７号）に該当し、審査請求人らの前年

の合計所得金額は、市川市税条例２４条２項に基づいて計算された１０１

万円以下であるから、市県民税の均等割は非課税となると主張する。 

   イ そこで、審査請求人らが「同一生計配偶者」に該当し、市県民税の均等

割が非課税となるか否かを検討すると、地方税法２３条１項７号及び２９

２条１項７号は、「同一生計配偶者」の要件として、 

 ① 道府県民税ないし市町村民税の納税義務者の配偶者であること 

 ② 当該納税義務者と生計を一にするもの（ただし、青色事業専従者に

該当するもので給与の支払を受けるもの及び事業専従者に該当するもの

を除く。）であること 

 ③ 当該配偶者の前年の合計所得金額が４８万円以下であること 

 の３つを定めており、③の要件が必要な対象を青色事業主（青色申告個

人事業主）や、青色事業専従者ないし事業専従者に限定してはいない。そ

のため、「同一生計配偶者」に該当するためには、当該配偶者の前年の合

計所得金額が４８万円以下であることが必要不可欠である。 

 ここで、審査請求人■■氏の令和５年度の市県民税からみた前年であ

る 令和４年の合計所得金額は■■■■■■■■、審査請求人■■■氏の

それは■■■■■■■■であり、いずれも４８万円を超えているから、審

査請求人らは地方税法上の「同一生計配偶者」には該当しない。 

   ウ したがって、審査請求人らに市県民税の均等割が課されるか否かは、そ

の前年の合計所得金額が、３５万円に１を乗じて得た金額（３５万円）に

１０万円を加算した金額（４５万円）以下であるかにより判断されること

になる（市川市税条例２４条２項）が、審査請求人■■氏の前年の合計所
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得金額（■■■■■■■■）及び審査請求人■■■氏のそれ（■■■■■

■■■）は、いずれも上記４５万円を超えていることから、審査請求人ら

には市県民税の均等割が課されることとなる。 

  ⑵ 本件各賦課決定処分は憲法で禁止されている差別に該当する違法なものか。 

    また、審査請求人らは、現行運用上、「同一生計配偶者」から、青色専従

者に該当して給与の支払を受ける者及びそれと同所得の配偶者（事業専従者）

が除外されていることが税負担の公平性を欠き、憲法で禁止されている差別

に該当すると主張する。 

    しかし、審査請求人らはそもそも青色専従者に該当して給与の支払を受け

る者や事業専従者には該当しないから、それらの者が「同一生計配偶者」か

ら除外されていることの憲法適合性の有無の判断は、本件各賦課決定処分の

合法性、相当性の判断に何ら影響を与えるものではない。 

  ⑶ 以上から、処分庁による本件各賦課決定処分に違法又は不当な点はない。 

 

第８ 結論 

 以上のとおり、本件各賦課決定処分には違法又は不当な点は認められず、本件各

審査請求には理由がないことから、行政不服審査法４５条２項の規定により、棄却

されるべきである。 

以上 

令和６年８月２０日       

市川市行政不服審査会  

委 員 小島 千鶴  

委 員 越川 新太郎 

委 員 富吉 久   


